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連結子会社（株式会社ビーコン インフォメーション テクノロジー）との 

合併（簡易合併）に関する基本合意について 

 

当社は、平成 26 年 11 月 6 日開催の取締役会において、連結子会社である株式会社ビーコン インフォ

メーション テクノロジー（以下、「ビーコン IT」）と、平成 27 年 4 月 1 日付けにて合併を行うことを決

議し、基本合意書を締結しましたので、下記のとおりお知らせします。 

なお、本合併は連結子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開

示しています。ビーコン IT の取締役会においても、本件についての決議を受けた上で基本合意書を締結

しており、両社の経営陣の見解は一致しています。 

 

記 

１．合併の目的 

  当社は、急速な市場環境の変化に対応するため、前期末に、それまで持分法適用関連会社であった

ビーコン IT を連結子会社化しグループ経営資源の強化を図りました。ビーコン IT は、ビッグデータ

環境でのデータ活用ソリューションを得意分野としており、この資本戦略により、当社はグループと

して、データ活用からシステム運用領域における製品、サービス、販売網の基盤拡充を図りました。 

  一方、この間、景気好転に伴う IT 投資拡大と技術革新により、お客様の IT 投資は企業価値向上に

向けて、より戦略的に配分されるようになっています。お客様の戦略的な IT 投資には、売上拡大や新

市場開拓に向け、自社の競争優位性を創ろうとする「攻めの領域」、そして、生産性やコスト削減とい

った事業効率性を高める「守りの領域」があります。 

当社としては、双方の投資領域に対して、より戦略的にグループの持つ「データ活用」や「システ

ム運用」等の IT ソリューションを提供する体制作りが急務となっています。 

このような観点から、双方の投資領域をグループ内で「データ活用」と「システム運用」という形

で事業分担するよりも、一体となった事業体制を実現することにより、市場の変化に適応した企業体

の構築とシナジー創出が可能になると判断したものです。この合併により、マネジメントの統合、事

業運営の効率化、成長事業への積極的な投資等を通じ、お客様のビジネスとワークスタイルの変革支

援に向けた事業展開のスピードアップを図ろうとするものです。 

このような目的のもと、平成 27 年 4 月 1 日を効力発生日として、両社が合併することなどを定めた

基本合意書を本日締結しました。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

平成 26 年 11 月 6 日 取締役会決議、合併に関する基本合意書締結 

平成 26 年 12 月中旬（予定） 両社 合併決議取締役会、合併契約書締結 

平成 27 年 2 月中旬（予定） 両社 臨時株主総会（※） 

平成 27 年 4 月 1 日（予定） 合併期日（効力発生日） 

※当該合併につきましては、簡易組織再編にあたるため、当社では株主総会の承認を経ずに 

実施する予定です。なお、当社の臨時株主総会では、定款変更および取締役選任を付議する 

予定です。 
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（２）合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、ビーコン IT は解散します。 

 

（３）当該合併に係る割当ての内容 

本件合併において消滅会社であるビーコン IT の株主に対して交付される対価は当社株式といた

します。その割当比率等は、両社協議の上、合併契約において決定次第開示いたします。 

 

（４）当該合併に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

   ビーコン IT は、新株予約権および新株予約権付社債を発行していません。 

 

３．合併の当事会社の概要 

（１） 名 称 株式会社ビーエスピー 
株式会社ビーコン インフォメーシ

ョン テクノロジー 

（２） 所 在 地 東京都港区港南二丁目 15 番 1 号 東京都港区港南二丁目 15 番 1 号 

（３） 
代 表 者 の 

役 職 ・ 氏 名 

代表取締役 社長執行役員 

竹藤 浩樹 

代表取締役 社長執行役員 

新藤 匡浩 

（４） 事 業 内 容 

データ活用ソリューションの提供、IT

システム運用管理パッケージソフトウ

ェアの開発・販売・サポート 

パッケージ事業、IT プロデュース事

業、コンサルティング事業 

（５） 資 本 金 13 億 3,000 万円 8 億 925 万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 57 年 5 月 24 日 昭和 51 年 8 月 18 日 

（７） 発行済株式数 4,250,000 株 3,900,000 株 

（８） 決 算 期 毎年 3 月末日 毎年 3 月末日 

（９） 

  

大株主および

持 株 比 率 

(議決権比率) 

名称 持株比率 名称 持株比率 

株式会社ビジネスコ

ンサルタント 
11.52％

株式会社ビーエス

ピー 
65.2％

株式会社リンクレア 9.42％ 三信株式会社 5.84％

三菱 UFJ キャピタル

株式会社 
5.82％

東洋ビルメンテナ

ンス株式会社 
4.80％

（10） 直前事業年度の財政状態および経営成績 

決算期 
株式会社ビーエスピー（連結） 

株式会社ビーコン インフォメーシ

ョン テクノロジー（連結） 

平成 26 年 3 月期 平成 26 年 3 月期 

 連 結 純 資 産 8,551 百万円 3,066 百万円

 連 結 総 資 産 11,412 百万円 4,719 百万円

 
１ 株 当 た り 

連 結 純 資 産 
1,923.20 円 807.18 円

 連 結 売 上 高 4,203 百万円 2,968 百万円

 連 結 営 業 利 益 1,181 百万円 △63 百万円

 連 結 経 常 利 益 1,241 百万円 0 百万円

 連結当期純利益 799 百万円 △34 百万円

 
１ 株 当 た り 

連結当期純利益 
204.76 円 △9.46 円

 
１ 株 当 た り 

配 当 金 
60.00 円 0.00 円

 

４．当該合併後の状況 

  現時点では未定のため、決定次第開示いたします。 
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５．今期の見通し 

本合併は当社と連結子会社であるビーコン IT（議決権比率 65.2％）との合併であり、業績に与える 

影響は軽微です。 

 

 

（ご参考）当期業績予想（平成 26 年 5 月 8 日公表分）および前期連結実績 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益 

当期業績予想 

（平成27年3月期） 
7,500 百万円 1,380 百万円 1,460 百万円 890 百万円

前期実績 

（平成26年3月期） 
4,203 百万円 1,181 百万円 1,241 百万円 799 百万円

 

 

以 上 


